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平成21年度事業報告書

［１］ 総 括

１ 平成２１年度末現在の加入市町村等の数について
（単位：人）

平 成 ２ １ 年 度 前年度決算との比較
区 分

事業計画（Ａ） 決 算 (Ｂ) 比較（B）-（A） 前年度決算（C） 比較（B）-（C）

市 町 １２ １２ ０ １９ △ ７

一部事務組合 １５ １５ ０ １８ △ ３

広 域 連 合 １ １ ０ １ ０

その他の団体 ４ ４ ０ ４ ０

合 計 ３２ ３２ ０ ４２ △ １０

※脱退：虎姫町、湖北町、高月町、木之本町、余呉町、西浅井町、伊香郡病院組合、伊香郡衛生プラ

ント組合、伊香郡民会館管理組合、安土町

２ 平成２１度年末現在の会員数、給料月額及び平均給料月額について
（単位：人・円）

平 成 ２ １ 年 度 前年度決算との比較
区 分

事業計画（Ａ） 決 算 （Ｂ） 比較（Ｂ）-（Ａ） 前年度決算(C) 比較（Ｂ）-（Ｃ）

会 員 数 5,460 5,461 1 6,423 △ 962

給料月額 1,705,158,000 1,704,000,390 △ 1,157,610 2,023,017,829 △ 319,017,439

312,300 312,031 △ 269 314,965 △ 2,934平均給料月額

３ 平成２１年度における給料月額に対する掛金・負担金の割合（財源率）について
（単位：千分率）

区 分 平成21年度（Ａ） 平成20年度（Ｂ） 前年度決算との比較（Ａ）-（Ｂ）

掛 金 ５ ５ ０

負 担 金 ５ ５ ０

合 計 １０ １０ ０

４ 平成２１年度における役議員及び互助会に使用された者の数について
（単位：人）

区 分 平成21年度(A) 平成20年度(B) 前年度決算との比較(A)-(B)

理 事 長 １ １ ０

副理事長 １ １ ０

理事 ８ ８ ０（理事長･副理事長を含む｡)

監 事 ２ ２ ０

評 議 員 １６ １８ △ ２（理事・監事含む｡）

職 員 ５ ５ ０

（注） 平成22年1月1日付け評議員定数を改正した。（改正前は、18人である。）
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５ 平成２１年度における理事会等の開催について

1） 理 事 会（

開 催 年 月 日 事 項

平成21年 5月29日 議案第1号

（第113回） 専決処分につき承認を求めることについて（財団法人滋賀県市町村職員互

助会職員規程の一部を改正する規程）

議案第2号

専決処分につき承認を求めることについて（財団法人滋賀県市町村職員互

助会職員の給与に関する規程の一部を改正する規程）

議案第3号

平成20年度事業報告及び収支決算につき承認を求めることについて

議案第4号

財団法人滋賀県市町村職員互助会職員の給与に関する規程の一部を改正

する規程について

平成21年10月26日 報告事項1

（第114回） 家庭用常備薬等の配布について

報告事項2

設立50周年記念事業について

協議事項1

平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第１号）の要旨について

協議事項2

財団法人滋賀県市町村職員互助会運営規則の一部改正について

協議事項3

新法人移行スケジュールについて

協議事項4

新法人移行に関する問題点等の整理について

協議事項5

新法人移行までの運営方針等について

協議事項6

財団法人滋賀県市町村職員互助会資産運用規程の一部改正について

平成21年12月21日 議案第1号

（第115回） 専決処分につき承認を求めることについて（財団法人滋賀県市町村職員互

助会職員の給与に関する規程等の一部を改正する規程）

議案第2号

財団法人滋賀県市町村職員互助会運営規則の一部改正について

議案第3号

財団法人滋賀県市町村職員互助会の所属所に関する規程の一部改正に

ついて

議案第4号

財団法人滋賀県市町村職員互助会資産運用規程の一部改正について

議案第5号

平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第１号）について

議案第6号

新法人移行スケジュールについて

議案第7号

新法人までの運営方針について

平成22年 2月 5日 協議事項1

（第116回） 平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第２号）の要旨について

協議事項2
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運営方針等検討委員会結果報告について

協議事項3

平成22年度事業計画及び予算作成に当たっての基本的事業について

協議事項4

新法人移行に関する問題点等の整理と対策検討について

平成22年 2月23日 議案第1号

（第117回） 平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第２号）について

議案第2号

平成22年度事業計画及び予算について

議案第3号

財団法人滋賀県市町村職員互助会運営規則の一部改正について

2） 評議員会（

開 催 年 月 日 事 項

平成21年 5月29日 議案第1号

（第91回） 平成20年度事業報告及び収支決算の承認について

平成21年12月21日 議案第1号

（第92回） 財団法人滋賀県市町村職員互助会運営規則の一部改正について

議案第2号

平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第１号）について

議案第3号

新法人移行スケジュールについて

議案第4号

新法人移行までの運営方針について

役員の補欠選挙について

監事の補欠選挙（１名）

平成22年 2月23日 議案第1号

（第93回） 平成21年度変更事業計画及び補正収支予算（第２号）について

議案第2号

平成22年度事業計画及び予算について

議案第3号

財団法人滋賀県市町村職員互助会運営規則の一部改正について

3） 監 査（

開 催 年 月 日 事 項

平成21年 5月19日 平成20年度決算監査

平成21年11月 6日 平成21年度上半期業務監査

4） 事務担当者会議（

開 催 年 月 日 事 項

平成21年 7月17日 平成21年度事務担当者会議（互助会事務手続等について）
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5） 市町村職員互助団体研究会関係（

開 催 年 月 日 事 項

平成21年 4月17日 全国市町村職員互助団体連絡協議会平成21年度（第26回）総会＜東京都＞

平成21年 6月10日 平成21年度東海近畿地区市町村職員互助団体業務研究会＜京都府＞

平成21年 7月14日 全国市町村職員互助団体連絡協議会平成21年度事務研修会＜福岡県＞

平成21年 9月24日 第66回西日本地区市町村互助団体業務研究会＜愛媛県＞

平成21年10月15日 全国市町村職員互助団体連絡協議会平成21年度業務研究会＜茨城県＞

） その他（6

開 催 年 月 日 事 項

平成22年 1月18日 運営方針等検討委員会
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［２］ 事 業

一 一 般 会 計

１ 公益事業について

財団法人滋賀県市町村職員互助会講演会等開催費用助成金交付規則（平成17年規則第３号）に

基づき、19市町を対象に実施し、17市町に677,980円（実施に要した費用の範囲内で、１市当たり６万円、

１町当たり３万円を限度）を助成した。

２ 給付事業について

財団法人滋賀県市町村職員互助会給付規則（昭和57年規則第２号）に基づき、次のとおり給付した。

（単位：円・件）

平成21年度 平成20年度
種 類 比較（Ａ）-（Ｂ）

決算額 （Ａ） 件数 決算額 （Ａ） 件数

会員医療補助金 22,991,800 2,507 30,623,000 3,959 △ 7,631,200
療 養 費 分 20,276,800 2,418 27,169,300 3,839 △ 6,892,500
室 料 差 額 分 2,715,000 89 3,453,700 120 △ 738,700

家族医療補助金 11,843,600 1,084 12,897,700 1,426 △ 1,054,100
療 養 費 分 10,370,700 1,009 11,086,100 1,330 △ 715,400
室 料 差 額 分 1,472,900 75 1,811,600 96 △ 338,700

結 婚 祝 金 5,480,000 137 6,160,000 154 △ 680,000

出 産 祝 金 9,360,000 312 8,850,000 295 510,000

入 学 祝 金 13,100,000 524 12,640,000 507 460,000
小 学 校 5,240,000 262 5,140,000 257 100,000
中 学 校 7,860,000 262 7,500,000 250 360,000

せ ん 別 金 254,304,362 1,141 114,737,609 432 139,566,753

会員特別給付金 5,360,000 268 2,140,000 107 3,220,000

弔 慰 金 3,500,000 6 5,200,000 9 △ 1,700,000

家 族 弔 慰 金 3,780,000 125 3,900,000 139 △ 120,000
配 偶 者 450,000 3 300,000 2 150,000
扶 養 家 族 120,000 4 630,000 21 △ 510,000
同居の子・父母 2,600,000 87 2,270,000 79 330,000
同 居 の 家 族 610,000 31 700,000 37 △ 90,000

非常災害見舞金 0 0 50,000 1 △ 50,000

長期療養会員見舞金 600,000 60 470,000 47 130,000

永 年 在 会 祝 金 15,690,000 379 16,270,000 372 △ 580,000
２０（ ８ ）年 4,890,000 163 4,710,000 157 180,000
３０（１２）年 9,300,000 186 9,350,000 187 △ 50,000
４０（１６）年 1,500,000 30 2,210,000 28 △ 710,000

合 計 346,009,762 6,543 213,938,309 7,448 132,071,453
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３ 厚生事業について

（1） 銀婚慶祝

財団法人滋賀県市町村職員互助会銀婚慶祝規則（昭和57年規則第４号）に基づき、記念品を

次のとおり贈呈した。
（単位：円・件）

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度
記 念 品 の 種 類

金 額 件数 金 額 件数

日本旅行ＵCギフトカ－ド 1,160,000 29 1,400,000 35

Ｊ Ｔ Ｂ 旅 行 券 2,080,000 52 1,860,000 47

農協観光Ｎ-Ｔｏｕｒ旅行券 440,000 11 320,000 8

近畿日本ツーリストギフトカ－ド 1,960,000 49 2,200,000 55

計 5,640,000 141 5,780,000 145

（2） 家庭用常備薬等配布

財団法人滋賀県市町村職員互助会家庭用常備薬等配布規則（昭和57年規則第５号）に基づき、

１人当たり2,100円を限度に家庭用常備薬等を次のとおり会員に無償配布した。

区 分 平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度

対 象 者 数 ６,３４３人 ６,４４９人

申 込 者 数 ６,３１７人 ６,４１３人

配 布 費 用 13,148,824円 13,343,467円

１人当たりの配布費用 2,081.5円 2,080.7円

（3） ドック補助金

財団法人滋賀県市町村職員互助会ドック補助金交付規則（平成18年規則第５号）に基づき、

ドック補助金を次のとおり交付した。

（単位：円・件）

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度
ド ッ ク の 種 類

金 額 件数 金 額 件数

日 帰 り 人 間 ド ッ ク 1,608,800 81 1,518,200 76

１泊２日以上の人間ドック 4,160,000 104 5,040,000 126

脳 ド ッ ク 1,863,900 94 1,862,400 95

計 7,632,700 279 8,420,600 297

（4） スポーツ・文化事業

財団法人滋賀県市町村職員互助会スポ－ツ事業及び文化事業の実施に関する要綱（平成15

年要綱第１号）に基づき、次のとおり実施した。

ア．硬式テニススク－ル（スポーツ事業）

次のとおり硬式テニススクールを計画し参加者を募集したが、参加申込の結果、最少催行人数

（15名）に達しなかったため募集期間を延長し再募集したが、最少催行人数に達しなかった（9名）

ため、中止することとした。

期 日 ： 平成21年11月1日（日）及び11月15日（日） ＜２日間＞

場 所 ： 大津プリンスホテルテニスコート

定 員 ： ３０名（最少催行人数15名）
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イ．文化事業
（単位：件・枚・円）

区 分 施 設 名 等 申込件数 補助枚数 補助金額

アレックスシネマ 273 756 151,200
映画鑑賞券

ワーナー・マイカルシネマズ 354 1,150 230,000

劇団四季（７公演） 93 170 224,090

びわ湖ホール自主公演（９公演） 17 26 35,450

大津市民会館自主公演（５公演） 40 72 79,880
観劇チケット等

ＫＥＩＢＵＮ （４公演） 8 14 17,600＜しがぎん経済文化センター＞

梅田芸術劇場（７公演） 15 27 47,250

滋賀レイクスターズ 21 31 10,450

その他（６公演） 38 61 56,400

合 計 859 2,307 852,320

（注） 映画鑑賞券は１人当たり１年度５枚まで、他の催事については１催事につき１人２枚まで。

（5） リフレッシュ事業

財団法人滋賀県市町村職員互助会リフレッシュ事業の実施に関する要綱（平成20年要綱第１

号）に基づき、施設利用につき次のとおり補助した。

（単位：件・円）

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度
施 設 名 等

補助額 件数 金額 補助額 件数 金額

ユニバーサル・スタジオ・ジャパン 2,500 196 490,000 1,500 189 283,500

東京ディズニーランド/ディズニーシー 2,500 324 810,000 2,500 384 960,000

合 計 －－ 520 1,300,000 －－ 573 1,243,500

（注） ユニバーサル・スタジオ・ジャパンは、「バリュアブル・アカウント・プログラム契約」、東京ディズニ
ーランド/ディズニーシーは、「特別団体契約」を利用して実施。それぞれ会員１人につき１年度１
回のみ利用可。

（6） 子育て支援事業

財団法人滋賀県市町村職員互助会子育て支援事業の実施に関する要綱（平成20年要綱第２

号）に基づき、次のとおり育児関連図書を無償配付した。
（単位：円・人）

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度
育 児 関 連 図 書

金 額 金 額対象者数 配付件数 対象者数 配付件数

月刊「赤ちゃんとママ」 310 257 1,117,179 266 221 960,687基本セット

（注1） 対象者は出産祝金給付の請求があった者とし、当該対象者のうち購読希望者に配付した。
（注2） 基本セット内容は、月刊「赤ちゃんとママ」（12冊）、「お医者さんにかかるまでに」、「お誕生日号」、

保存用ファイル

（7） 研修会等参加費用補助金

財団法人滋賀県市町村職員互助会研修会等参加費用補助に関する要綱（平成20年要綱第１

号）に基づき、参加費用の範囲内で3,000円を限度に次のとおり補助した。
（単位：円・件）

平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度
種 類

金 額 件数 金 額 件数

研修会等参加費用補助金 1,074,800 414 ※平成21年度から実施
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４ 貸付事業について

平成21年度より新規募集を停止し、貸付事業を廃止した。

ただし、貸付事業廃止に係る周知期間により、平成21年4月30日までに互助会が受理した貸付申込

み分まで貸付けを行うこととするとともに、既に貸付けを受け償還期間中であるもの、または、平成21年

4月30日までに貸付申込みをし貸付けを受けたものに係る貸付金の償還額、償還期間、届出の義務

及び所要の手続きについては、なお従前のとおりとした。

（1） 貸付金の状況について
（単位：件・円）

平成20年度末 平 成 2 1 年 度 期 中 平成21年度末 比 較 増 減
区分

Ａ 貸 付 償 還 Ｂ Ｂ － Ａ

件数 262 18 104 176 △ 86

金額 116,498,948 16,100,000 68,045,062 64,553,886 △ 51,945,062

2） 貸付金の種類別の状況について（
（単位：万円・件）

平成20年度末 平 成 2 1 年 度 期 中 平成21年度末 比 較 増 減
種類

Ａ 貸 付 償 還 Ｂ Ｂ － Ａ

５ ０ ０ ０ ０ ０

1 0 ０ ０ ０ ０ ０

1 5 １ ０ ０ １ ０

2 0 ３ ０ ２ １ △ ２

2 5 ０ ０ ０ ０ ０

3 0 ５ ０ ２ ３ △ ２

3 5 ３ ０ １ ２ △ １

4 0 ３ １ ２ ２ △ １

5 0 １１ １ ４ ８ △ ３

6 0 １０ ２ ６ ６ △ ４

7 0 ５ ０ ２ ３ △ ２

8 0 １５ ０ ５ １０ △ ５

9 0 ５ ０ １ ４ △ １

1 0 0 ２０１ １４ ７９ １３６ △ ６５

合計 ２６２ １８ １０４ １７６ △ ８６

５ 記念事業について

財団法人滋賀県市町村職員互助会の前身である「滋賀県町村職員互助会」が設立されて50周年を

経過したことを記念し、設立50周年記念事業として、各会員に記念品（印鑑付き多機能ペン）を贈呈し

た。
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二 保 険 会 計

１ 保険事業について

1） 加入者数及び加入保険金の状況について（
（単位：人・万円）

平成20年度末 平成21年度期中 平成21年度末 比 較 増 減
区 分

Ａ 加 入 脱 退 Ｂ Ｂ － Ａ

加 入 者 数 １１６ ３８ ７８ △ ３８

加入保険金 ３１,８００ ８,９００ ２２,９００ △ ８,９００

（注） 加入募集は、平成8年度より停止している。

（2） 脱退者の状況について

払込保険料 払込保険料
加入時 加入時

加 入 期 間 加入保険金 に対する脱 加 入 期 間 加入保険金 に対する脱
年 齢 年 齢

退金の割合 退金の割合
歳 年 月 万円 歳 年 月 万円

20 30 6 ２００ 1.46 27 22 6 ３００ 1.23
＊20 35 0 １００ 1.76 29 23 6 １,０００ 1.29
＊20 35 0 １００ 1.76 ＊30 25 0 １００ 1.38
＊20 35 0 １００ 1.76 32 16 8 ２００ 1.11
＊21 34 0 １００ 1.70 ＊32 23 0 ２００ 1.32
＊22 33 0 ３００ 1.66 33 19 6 ３００ 1.21
＊22 33 0 ２００ 1.66 34 20 9 ２００ 1.27
23 29 9 １００ 1.50 34 16 8 ２００ 1.13
26 26 6 １００ 1.38 ＊35 20 0 １００ 1.25
26 16 6 １００ 1.03 ＊35 20 0 １００ 1.25
＊26 29 0 ２００ 1.51 ＊40 15 0 １００ 1.16
＊26 29 0 １００ 1.51

合計 ２３ 件 ４,５００

（注） 加入時年齢に＊印の者（ 件）は、払込期間満了（保険年齢55歳まで）をもって脱退した者である。13

（3） 死亡者の状況について

該当事項なし

（4） 個人扱被保険者（終身保障）への移行状況について

加入時年齢 移 行 区 分 加入保険金 払込保険料累計 備 考

歳 万円 円

１９ 一時払による移行 １００ ２６７,９８０ （９,５００円）
２０ 払込満了に伴う移行 １００ ２７２,７６０
２０ 〃 １００ ２７２,７６０
２１ 一時払による移行 １００ ２７４,９５０ （１,８００円）
２２ 〃 １００ ２７２,９７０ （１,８００円）
２２ 〃 ２００ ５４５,６００ （７,４００円）
２２ 〃 １,０００ ２,６５８,８００ （２９９,０００円）
２３ 払込満了に伴う移行 ５００ １,３８２,４００
２４ 一時払による移行 １００ ２７８,７５０ （２,０００円）
２４ 〃 ３００ ６６３,９００ （２７２,４００円）
３２ 払込満了に伴う移行 １００ ３０６,３６０
３４ 一時払による移行 ２００ ２７１,７００ （３１,７００円）
３５ 〃 １,０００ ３,０７９,８００ （６０６,０００円）
３８ 〃 ５００ １,６５９,７００ （４６,０００円）
４０ 払込満了に伴う移行 １００ ３４０,２００

合 計 １５ 件 ４,５００ １２,５４８,６３０

（注） 備考欄の金額は、払込保険料累計額に含まれる一時払保険料の額である。
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一 般 会 計 収 支 計 算 書
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（単位：円）

科 目 予 算 額 決 算 額 差 異 備考

Ⅰ 収入の部

１ 基 本 財産運用収入 ( １５０,０００) ( １５０,０００) ( ０)

基 本 財 産 利 息 収 入 １５０,０００ １５０,０００ ０

２ 掛 金 収 入 ( １１１,１５７,０００) ( １１１,１６８,３８４) (△ １１,３８４)

会 員 掛 金 収 入 １１１,１５７,０００ １１１,１６８,３８４ △ １１,３８４

３ 負 担 金 収 入 ( １１１,１７２,０００) ( １１１,１８７,９２３) (△ １５,９２３)

市 町 村 等 負 担 金 収 入 １１１,１７２,０００ １１１,１８７,９２３ △ １５,９２３

４ 貸 付 事 業 収 入 ( ６８,７３２,０００) ( ６９,２４３,５８５) (△ ５１１,５８５)

(1) 会 員 貸 付 金 回 収 額 収 入 ６７,５３４,０００ ６８,０４５,０６２ △ ５１１,０６２

(2) 会 員 貸 付 金 利 息 収 入 １,１９８,０００ １,１９８,５２３ △ ５２３

５ 雑 収 入 ( １６,２０８,０００) ( １７,０４８,３５７) (△ ８４０,３５７)

(1) 受 取 利 息 １６,２０７,０００ １７,０４７,１８７ △ ８４０,１８７

(2) 雑 収 入 １,０００ １,１７０ △ １７０

６ 特 定 預 金取崩収入 ( ８６,８０８,０００) ( ８１,７４４,１００) ( ５,０６３,９００)

(1) 貸 倒 引 当 預 金 取 崩 収 入 １,０００,０００ １,０１０,０００ △ １０,０００

(2) 責 任 準 備 預 金 取 崩 収 入 ８５,８０８,０００ ８０,７３４,１００ ５,０７３,９００

当 期 収 入 合 計 (Ａ) ３９４,２２７,０００ ３９０,５４２,３４９ ３,６８４,６５１

前期繰越収支差額 ２５７,４８５,０００ ２５７,４８５,５６１ △ ５６１

収 入 合 計 (Ｂ) ６５１,７１２,０００ ６４８,０２７,９１０ ３,６８４,０９０

Ⅱ 支出の部

( ) ( ) ( )１ 公 益 事 業 費 ７５０,０００ ６７７,９８０ ７２,０２０

講 演 会 等 催 物 助 成 金 ７５０,０００ ６７７,９８０ ７２,０２０

( ) ( ) ( )２ 給 付 事 業 費 ３５３,５０７,０００ ３４６,００９,７６２ ７,４９７,２３８

８０４,０００ 注１
(1) 会 員 医 療 補 助 金 ２２,１８８,０００ ２２,９９１,８００ ２００

８７４,０００ 注２
(2) 家 族 医 療 補 助 金 １０,９７０,０００ １１,８４３,６００ ４００

１６０,０００ 注３
(3) 結 婚 祝 金 ５,３２０,０００ ５,４８０,０００ ０

６０,０００ 注４
(4) 出 産 祝 金 ９,３００,０００ ９,３６０,０００ ０

(5) 入 学 祝 金 １３,２００,０００ １３,１００,０００ １００,０００

△１,６７８,０００ 注５
(6) せ ん 別 金 ２５９,８７９,０００ ２５４,３０４,３６２ ３,８９６,６３８

(7) 会 員 特 別 給 付 金 ５,５００,０００ ５,３６０,０００ １４０,０００

(8) 弔 慰 金 ５,５００,０００ ３,５００,０００ ２,０００,０００

△２２０,０００ 注６
(9) 家 族 弔 慰 金 ４,８３０,０００ ３,７８０,０００ ８３０,０００

(10) 非 常 災 害 見 舞 金 １００,０００ ０ １００,０００

(11) 長 期 療 養 会 員 見 舞 金 ６００,０００ ６００,０００ ０

(12) 永 年 在 会 祝 金 １６,１２０,０００ １５,６９０,０００ ４３０,０００

( ) ( ) ( )３ 厚 生 事 業 費 ３２,５７１,０００ ３０,７６５,８２３ １,８０５,１７７

(1) 家 庭 用 常 備 薬 等 配 布 費 １３,１４９,０００ １３,１４８,８２４ １７６

(2) 銀 婚 慶 祝 費 ６,０００,０００ ５,６４０,０００ ３６０,０００

(3) ド ッ ク 補 助 金 ８,５８７,０００ ７,６３２,７００ ９５４,３００

(4) ス ポ － ツ ・ 文 化 事 業 費 ９６０,０００ ８５２,３２０ １０７,６８０

(5) リ フ レ ッ シ ュ 事 業 費 １,５７５,０００ １,３００,０００ ２７５,０００

(6) 子 育 て 支 援 事 業 費 １,１６９,０００ １,１１７,１７９ ５１,８２１
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(7) 研修会等参加費用補助金 １,１３１,０００ １,０７４,８００ ５６,２００

( ) ( ) ( )４ 貸 付 事 業 費 １６,１００,０００ １６,１００,０００ ０

会 員 貸 付 金 支 出 １６,１００,０００ １６,１００,０００ ０

( ) ( ) ( )５ 記 念 事 業 費 ６,２７５,０００ ６,２７３,８８６ １,１１４

設 立 ５ ０ 周 年記念事業費 ６,２７５,０００ ６,２７３,８８６ １,１１４

( ) ( ) ( )６ 管 理 費 ５０,２０２,０００ ４９,１７５,５８５ １,０２６,４１５

(1) 給 料 ２０,２３５,０００ ２０,２３４,１１２ ８８８

(2) 諸 手 当 １２,９６２,０００ １２,５９０,８６５ ３７１,１３５

(3) 賃 金 １,０００ ０ １,０００

(4) 退 職 金 １,０００ ０ １,０００

(5) 会 議 費 ３７０,０００ ３５３,３３２ １６,６６８

 旅 費 ９４５,０００ ８６６,７４９ ７８,２５１

 通 信 運 搬 費 ９４０,０００ ８６３,０６４ ７６,９３６

(8) 消 耗 什 器 備 品 費 １００,０００ ８９,４６０ １０,５４０

(9) 消 耗 品 費 ３７０,０００ ３６６,８４３ ３,１５７

(10) 印 刷 製 本 費 ９１０,０００ ８４３,２０６ ６６,７９４

△７０,０００ 注７
(11) 賃 借 料 ５,４７０,０００ ５,３２９,４８３ ７０,５１７

(12) 普 及 費 １,０４０,０００ １,０３７,７３２ ２,２６８

(13) 食 糧 費 ３０,０００ ２３,４２０ ６,５８０

(14) 修 繕 費 １００,０００ ０ １００,０００

(15) 福 利 厚 生 費 ４,６０２,０００ ４,５８８,６８３ １３,３１７

(16) 選 挙 費 ３０,０００ ０ ３０,０００

(17) 租 税 公 課 １４,０００ ３,０００ １１,０００

(18) 負 担 金 支 出 ３５１,０００ ３５０,４８５ ５１５

７０,０００ 注８
(19) 委 託 費 １,５３０,０００ １,５９９,６６４ ３３６

(20) 支 払 利 息 １,０００ ０ １,０００

(21) 雑 費 ２００,０００ ３５,４８７ １６４,５１３

( ) ( ) ( )７ 特 定 預 金 支 出 ２,４００,０００ ２,４００,０００ ０

退 職 給 与 引 当 預 金 支 出 ２,４００,０００ ２,４００,０００ ０

( ) ( ) ( )８ 予 備 費 ５,０００,０００ ０ ５,０００,０００

予 備 費 ５,０００,０００ ０ ５,０００,０００

当 期 支 出 合 計 (Ｃ) ４６６,８０５,０００ ４５１,４０３,０３６ １５,４０１,９６４

当 期 収 支 差 額 (Ａ)－(Ｃ) △ ７２,５７８,０００ △ ６０,８６０,６８７ △ １１,７１７,３１３

次期繰越収支差額 (Ｂ)－(Ｃ) １８４,９０７,０００ １９６,６２４,８７４ △ １１,７１７,８７４

注１ せん別金から流用 ８０４,０００円

２ せん別金から流用 ８７４,０００円

３ 家族弔慰金から流用 １６０,０００円

４ 家族弔慰金から流用 ６０,０００円

５ 会員医療補助金及び家族医療補助金へ流用 △１,６７８,０００円

６ 結婚祝金及び出産祝金へ流用 △ ２２０,０００円

７ 委託費へ流用 △ ７０,０００円

８ 賃借料から充用 ７０,０００円
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保 険 会 計 収 支 計 算 書
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（単位：円）

科 目 予 算 額 決 算 額 差 異 備考

Ⅰ 収入の部

１ 保 険 事 業 収 入 ( ３１,８７５,０００) ( ２１,０３７,８０７) ( １０,８３７,１９３)

(1) 保 険 料 収 入 ４,２０６,０００ ４,２４６,３６０ △ ４０,３６０

(2) 保 険 金 収 入 １０,０００,０００ ０ １０,０００,０００

(3) 脱 退 金 収 入 １７,６０８,０００ １６,７３０,３６８ ８７７,６３２

(4) 取 扱 手 数 料 収 入 ６１,０００ ６１,０７９ △ ７９

２ 雑 収 入 ( １,０００) ( １６６) ( ８３４)

受 取 利 息 １,０００ １６６ ８３４

当 期 収 入 合 計 ( Ａ ) ３１,８７６,０００ ２１,０３７,９７３ １０,８３８,０２７

前期繰越収支差額 ０ ０ ０

収 入 合 計 ( Ｂ ) ３１,８７６,０００ ２１,０３７,９７３ １０,８３８,０２７

Ⅱ 支出の部

１ 保 険 事 業 費 ( ３１,８１４,０００) ( ２０,９７６,７２８) ( １０,８３７,２７２)

４６,０００ 注１
(1) 保 険 料 支 出 ４,２０６,０００ ４,２４６,３６０ ５,６４０

(2) 保 険 金 支 出 １０,０００,０００ ０ １０,０００,０００

△４６,０００ 注２
(3) 脱 退 金 支 出 １７,６０８,０００ １６,７３０,３６８ ８３１,６３２

２ 管 理 費 ( ６２,０００) ( ６１,２４５) ( ７５５)

賃 借 料 ６２,０００ ６１,２４５ ７５５

当 期 支 出 合 計 ( Ｃ ) ３１,８７６,０００ ２１,０３７,９７３ １０,８３８,０２７

当 期 収 支 差 額 (Ａ )－ ( Ｃ ) ０ ０ ０

次期繰越収支差額 ( Ｂ )－ ( Ｃ ) ０ ０ ０

注１ 脱退金支出から流用 ４６,０００円

２ 保険料支出へ流用 △ ４６,０００円
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収 支 計 算 書 総 括 表
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（単位：円）

科 目 合 計 一 般 会 計 保 険 会 計

Ⅰ 収入の部

基 本 財 産 運 用 収 入 １５０,０００ １５０,０００ ０

掛 金 収 入 １１１,１６８,３８４ １１１,１６８,３８４ ０

負 担 金 収 入 １１１,１８７,９２３ １１１,１８７,９２３ ０

貸 付 事 業 収 入 ６９,２４３,５８５ ６９,２４３,５８５ ０

保 険 事 業 収 入 ２１,０３７,８０７ ０ ２１,０３７,８０７

雑 収 入 １７,０４８,５２３ １７,０４８,３５７ １６６

特 定 預 金 取 崩 収 入 ８１,７４４,１００ ８１,７４４,１００ ０

当 期 収 入 合 計 (Ａ) ４１１,５８０,３２２ ３９０,５４２,３４９ ２１,０３７,９７３

前期繰越収支差額 ２５７,４８５,５６１ ２５７,４８５,５６１ ０

収 入 合 計 (Ｂ) ６６９,０６５,８８３ ６４８,０２７,９１０ ２１,０３７,９７３

Ⅱ 支出の部

公 益 事 業 費 ６７７,９８０ ６７７,９８０ ０

給 付 事 業 費 ３４６,００９,７６２ ３４６,００９,７６２ ０

厚 生 事 業 費 ３０,７６５,８２３ ３０,７６５,８２３ ０

貸 付 事 業 費 １６,１００,０００ １６,１００,０００ ０

記 念 事 業 費 ６,２７３,８８６ ６,２７３,８８６ ０

保 険 事 業 費 ２０,９７６,７２８ ０ ２０,９７６,７２８

管 理 費 ４９,２３６,８３０ ４９,１７５,５８５ ６１,２４５

特 定 預 金 支 出 ２,４００,０００ ２,４００,０００ ０

当 期 支 出 合 計 (Ｃ) ４７２,４４１,００９ ４５１,４０３,０３６ ２１,０３７,９７３

当 期 収 支 差 額 (Ａ)－(Ｃ) △ ６０,８６０,６８７ △ ６０,８６０,６８７ ０

次期繰越収支差額 (Ｂ)－(Ｃ) １９６,６２４,８７４ １９６,６２４,８７４ ０
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一般会計正味財産増減計算書
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 増加の部

１ 資産増加額

会 員 貸 付 金 増 加 額 １６,１００,０００

退職給与引当預金増加額 ２,４００,０００ １８,５００,０００

２ 負債減少額

貸 倒 引 当 金 取 崩 額 １,０３８,９０１

責 任 準 備 金 取 崩 額 １７８,７２９,５９７ １７９,７６８,４９８

１９８,２６８,４９８増 加 額 合 計

Ⅱ 減少の部

１ 資産減少額

当 期 収 支 差 額 ６０,８６０,６８７

会 員 貸 付 金 回 収 額 ６８,０４５,０６２

什 器 備 品 減 価 償 却 額 ５９,１００

貸 倒 引 当 預 金 取 崩 額 １,０１０,０００

責 任 準 備 預 金 取 崩 額 ８０,７３４,１００ ２１０,７０８,９４９

２ 負債増加額

退職給与引当金繰入額 ２,４２９,５３１ ２,４２９,５３１

２１３,１３８,４８０減 少 額 合 計

１４,８６９,９８２当 期 正 味 財 産 減 少 額

２８６,０９３,５２５前 期 繰 越 正 味 財 産 額

２７１,２２３,５４３期 末 正 味 財 産 合 計 額
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保険会計正味財産増減計算書
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（該当事項なし）

正味財産増減計算書総括表
（ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで ）

（単位：円）

科 目 合 計 一 般 会 計 保 険 会 計

Ⅰ 増加の部

資 産 増 加 額 １８,５００,０００ １８,５００,０００

負 債 減 少 額 １７９,７６８,４９８ １７９,７６８,４９８

増 加 額 合 計 １９８,２６８,４９８ １９８,２６８,４９８

Ⅱ 減少の部

資 産 減 少 額 ２１０,７０８,９４９ ２１０,７０８,９４９ （該当事項なし）

負 債 増 加 額 ２,４２９,５３１ ２,４２９,５３１

減 少 額 合 計 ２１３,１３８,４８０ ２１３,１３８,４８０

当期正味財産減少額 １４,８６９,９８２ １４,８６９,９８２

前期繰越正味財産額 ２８６,０９３,５２５ ２８６,０９３,５２５

期末正味財産合計額 ２７１,２２３,５４３ ２７１,２２３,５４３
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一 般 会 計 貸 借 対 照 表
（ 平成２２年３月３１日現在 ）

（単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

普 通 預 金 ４７,６７５,４８１

定 期 預 金 １５０,０００,０００

流 動 資 産 合 計 １９７,６７５,４８１

２ 固定資産

基 本 財 産

基本財産信託金 １０,０００,０００

基 本 財 産 合 計 １０,０００,０００

その他の固定資産

会 員 貸 付 金 ６４,５５３,８８６

電 話 加 入 権 １４５,６００

退職給与引当預金 ４６,３００,０００

貸 倒 引 当 預 金 １,２９０,０００

責 任 準 備 預 金 １,０６７,０７４,０００

その他の固定資産合計 １,１７９,３６３,４８６

固 定 資 産 合 計 １,１８９,３６３,４８６

資 産 合 計 １,３８７,０３８,９６７

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未 払 金 ３１３,５２７

未 払 費 用 ５１９,８８０

預 り 金 ２１７,２００

流 動 負 債 合 計 １,０５０,６０７

２ 固定負債

退職給与引当金 ４６,３４６,７９７

貸 倒 引 当 金 １,２９１,０７７

責 任 準 備 金 １,０６７,１２６,９４３

固 定 負 債 合 計 １,１１４,７６４,８１７

負 債 合 計 １,１１５,８１５,４２４

Ⅲ 正味財産の部

正味財産 ２７１,２２３,５４３

（うち基本金） ( １０,０００,０００)

（うち当期正味財産減少額） ( １４,８６９,９８２)

負債及び正味財産合計 １,３８７,０３８,９６７
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保 険 会 計 貸 借 対 照 表
（ 平成２２年３月３１日現在 ）

（該当事項なし）

貸 借 対 照 表 総 括 表
（ 平成２２年３月３１日現在 ）

（単位：円）

科 目 合 計 一 般 会 計 保 険 会 計

Ⅰ 資産の部

流 動 資 産 １９７,６７５,４８１ １９７,６７５,４８１

固 定 資 産 １,１８９,３６３,４８６ １,１８９,３６３,４８６

資 産 合 計 １,３８７,０３８,９６７ １,３８７,０３８,９６７

Ⅱ 負債の部

流 動 負 債 １,０５０,６０７ １,０５０,６０７ （該当事項なし）

固 定 負 債 １,１１４,７６４,８１７ １,１１４,７６４,８１７

負 債 合 計 １,１１５,８１５,４２４ １,１１５,８１５,４２４

Ⅲ 正味財産の部

正 味 財 産 ２７１,２２３,５４３ ２７１,２２３,５４３

負債及び正味財産合計 １,３８７,０３８,９６７ １,３８７,０３８,９６７
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一 般 会 計 財 産 目 録
（ 平成２２年３月３１日現在 ）

（単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 資産の部

１ 流動資産

普 通 預 金 滋賀銀行県庁支店 47,675,481

定 期 預 金 滋賀銀行県庁支店(7件) 150,000,000

流 動 資 産 合 計 197,675,481

２ 固定資産

(1) 基 本 財 産

基本財産信託金 10,000,000三菱ＵＦＪ証券京都支店

基 本 財 産 合 計 10,000,000

(2) その他の固定資産

会 員 貸 付 金 176 64,553,886件

電 話 加 入 権 2 145,600日本電信電話株式会社（ 件)

退職給与引当預金 2 46,300,000滋賀銀行県庁支店（ 件)

貸 倒 引 当 預 金 1,290,000滋賀銀行県庁支店

責 任 準 備 預 金 2 1,067,074,000滋賀銀行県庁支店外 件

定期預金 ９件 ( 169,200,000)

国 債 ３件(額面 300,000千円) ( 298,419,000)

地 方 債 ２件(額面 200,000千円) ( 199,615,000)

そ の 他 ４件(額面 400,000千円) ( 399,840,000)

その他の固定資産合計 1,179,363,486

固 定 資 産 合 計 1,189,363,486

資 産 合 計 1,387,038,967

Ⅱ 負債の部

１ 流動負債

未 払 金 313,527スポーツ・文化事業費等（5件）

未 払 費 用 519,880通信運搬費等（6件）

預 り 金 217,200映画鑑賞券本人負担分等（14件）

流 動 負 債 合 計 1,050,607

２ 固定負債

退職給与引当金 46,346,797

貸 倒 引 当 金 1,291,077

責 任 準 備 金 1,067,126,943

固 定 負 債 合 計 1,114,764,817

負 債 合 計 1,115,815,424

正 味 財 産 271,223,543

保 険 会 計 財 産 目 録
（ 平成２２年３月３１日現在 ）

（該当事項なし）
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事 業 計 画 概 要

［一］総括事項

１ 互助会に属する市町村等の数、会員数及び給料月額

(1) 市町村等の数

市 町 一部事務組合 広域連合 その他の団体 計

６ ６ １５ １ ４ ３２

(2) 会員数

平成２１年度末見込み (Ａ) 平成２２年度末推計 (Ｂ) 比 較 (Ｂ) － (Ａ)

５,４６０ 人 ５,３６０ 人 △ １００ 人

(3) 給料月額

平成２１年度末見込み (Ａ) 平成２２年度末推計 (Ｂ) 比 較 (Ｂ) － (Ａ)

1,705,158,000円 1,662,136,000円 △ 4,302,200円

（ 312,300円） （ 310,100円） （△ 2,200円）

(注) ( ) 内の数値は、会員１人当たりの平均給料月額である。

２ 互助会の役議員及び互助会に使用される者の数

(1) 役議員の数

理 事（理事長･副理事長含む｡) 監 事 評議員（理事･監事含む｡)

８ 人 ２ 人 １６ 人

(2) 互助会に使用される者の数

５ 人

３ 給料月額と掛金･負担金との割合（財源率）
（千分比）

区 分 平成２１年度（Ａ） 平成２２年度（Ｂ） 比 較 (Ｂ)－(Ａ)

掛 金 ５ ４ △１

負 担 金 ５ ４ △１

計 １０ ８ △２

(注) 育児休業、介護休暇及び休職による無給期間に係る月分の掛金及び負担金は免除である。

４ 会計の単位

一 般 会 計 特別会計以外の事業会計

保 険 会 計 保険事業の会計（特別会計）
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［二］資金計画事項

１ 一 般 会 計
（単位：千円）

平成21年度見込み 増 減 平成22年度

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

（1） 基本財産運用収入 １５０ ０ １５０

（2） 特定資産運用収入 １６,１９７ △１９７ １６,０００

（3） 掛 金 収 入 １１１,１５７ △３３,７１９ ７７,４３８

（4） 負 担 金 収 入 １１１,１７２ △３３,７３４ ７７,４３８

（5） 貸 付 事 業 収 入 ６８,７３２ △２８,１７７ ４０,５５５

（6） 雑 収 入 １１ ０ １１

事業活動収入合計 ３０７,４１９ △９５,８２７ ２１１,５９２

２．事業活動支出

（1） 公 益 事 業 支 出 ７５０ ５１０ １,２６０

（2） 給 付 事 業 支 出 ３５３,５０７ △１３３,３０７ ２２０,２００

（3） 厚 生 事 業 支 出 ３２,５７１ ２４,７４８ ５７,３１９

（4） 貸 付 事 業 支 出 １６,１００ △１６,１００ ０

（5） 記 念 事 業 支 出 ６,２７５ △６,２７５ ０

（6） 管 理 費 支 出 ５０,２０２ ５,７９３ ５５,９９５

事業活動支出合計 ４５９,４０５ △１２４,６３１ ３３４,７７４

事業活動収支差額 △１５１,９８６ ２８,８０４ △１２３,１８２

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

（1） 特定資産取崩収入 ８６,８０８ ５４,５１４ １４１,３２２

投資活動収入合計 ８６,８０８ ５４,５１４ １４１,３２２

２．投資活動支出

（1） 特定資産繰入支出 ２,４００ ５３,１２０ ５５,５２０

投資活動支出合計 ２,４００ ５３,１２０ ５５,５２０

投資活動収支差額 ８４,４０８ １,３９４ ８５,８０２

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０

２．財務活動支出

０ ０ ０財務活動支出合計

０ ０ ０財務活動収支差額

５,０００ ０ ５,０００Ⅳ 予備費支出

当期収支差額 △７２,５７８ ３０,１９８ △４２,３８０

前期繰越収支差額 ２５７,４８５ △７２,５７８ １８４,９０７

次期繰越収支差額 １８４,９０７ △４２,３８０ １４２,５２７

（注） 掛金は掛金事業に要する費用に充てるものとし、負担金は負担金事業に要する費用及び管理運

用費用に充てるものとする。

講演会等開催費用助成金（公益事業）

会員医療補助金、家族医療補助金、結婚祝金、出産祝金、入学祝金、

せん別金、会員特別給付金、弔慰金、家族弔慰金、非常災害見舞金、
掛 金 事 業

長期療養会員見舞金、永年在会祝金（給付事業）

銀婚慶祝、リフレッシュ事業、人間ドック受検費用補助、家庭用常備薬

等配布、スポーツ・文化事業 （厚生事業）

結婚祝金、出産祝金、弔慰金、家族弔慰金、永年在会祝金（給付事業）

負担金事業 人間ドック受検費用補助、家庭用常備薬等配布、スポーツ・文化事業、

子育て支援事業、研修会参加費用補助 （厚生事業）
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２ 保 険 会 計

団体終身保険に係る加入者と保険会社間の保険料、保険金及び脱退返戻金の受払に関する会計で

あり、これらの収支は同額である。なお、取扱手数料及び受取利息は、管理費（賃借料）に充てるものとする。

［三］事業計画事項

Ⅰ 一 般 会 計

１ 公 益 事 業

公益事業は、講演会等開催費用助成金交付規則に基づき次のとおりとする。

互助会を組織する市町が、地域内住民を対象に地方自治の振興に寄与するための講演会若しくは、

その他の文化事業又は体育事業を実施したときに、当該事業等の実施に要した費用の範囲内で、市に

ついては１２０,０００円、町については９０,０００円を限度に助成する。

２ 給 付 事 業

給付事業は、給付規則に基づき次のとおりとする。

(1) 会 員 医 療 補 助 金

ア 共済組合法又は健康保険法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律による療養の給付、特

定療養費、療養費若しくは訪問看護療養費の支給を受けた場合において、これらに係る療養に要

した費用の受診者負担額として一月当たりの本人分を合算して10,000円以上を支払ったとき。

受診者負担額から9,000円を控除して得た額（100円単位で1,000円から16,000円までの額）

イ 共済組合法又は健康保険法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律等により、入院療養のた

め医療の給付を受け、入院室料の差額を支払ったとき。

１日3,000円を限度に１日当たりの支払実費額（100円未満の端数切り捨て）

(2) 家 族 医 療 補 助 金

ア 共済組合法又は健康保険法による家族療養費若しくは家族訪問看護療養費の支給を受けた場

合において、これらに係る療養に要した費用の受診者負担額として一月当たりの扶養家族分を合算

して12,000円以上を支払ったとき。

受診者負担額から10,000円を控除して得た額（100円単位で2,000円から15,000円までの額）

イ 共済組合法又は健康保険法により、入院療養のため医療の給付を受け、入院室料の差額を支払

ったとき。

１日2,000円を限度に１日当たりの支払実費額（100円未満の端数切り捨て）

(3) 結 婚 祝 金

会員（資格喪失後３月以内の者を含む｡）が結婚したとき（届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情に入ったときを含む。）。ただし、復縁は除く。

４０,０００円

(4) 出 産 祝 金

会員（資格喪失後６月以内の者を含む。）又は会員の配偶者（届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が出産したとき。

３０,０００円

(5) 入 学 祝 金

ア 会員の子が小学校に入学したとき。

２０,０００円

イ 会員の子が中学校に入学したとき。

３０,０００円

(6) せ ん 別 金

会員が市町村等の職員でなくなったとき。

下記①と②の合算額（当該合算額が500,000円を超えるときは、500,000円）

①1,000円に会員期間の年数を乗じて得た金額（昭和34年3月31日以前の期間は１年につき1,000円）。

ただし、市町村長等にあっては、市町村長としての期間１年につき2,000円、市町村長以外の特別職

（教育長を含む。）としての期間１年につき1,000円を加算する。

②退職月以前12月に当たる月の給料月額に昭和34年4月1日以後の会員期間に応じた下記の支給率

を乗じて得た金額
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会 員 期 間 支給率 会 員 期 間 支給率

１年（１２月） ０.０５０ ２６年を超え ２７年以下 ０.７５２

１年を超え ２年以下 ０.０７７ ２７年を超え ２８年以下 ０.７７９

２年を超え ３年以下 ０.１０４ ２８年を超え ２９年以下 ０.８０６

３年を超え ４年以下 ０.１３１ ２９年を超え ３０年以下 ０.８３３

４年を超え ５年以下 ０.１５８ ３０年を超え ３１年以下 ０.８６０

５年を超え ６年以下 ０.１８５ ３１年を超え ３２年以下 ０.８８７

６年を超え ７年以下 ０.２１２ ３２年を超え ３３年以下 ０.９１４

７年を超え ８年以下 ０.２３９ ３３年を超え ３４年以下 ０.９４１

８年を超え ９年以下 ０.２６６ ３４年を超え ３５年以下 ０.９６８

９年を超え １０年以下 ０.２９３ ３５年を超え ３６年以下 ０.９９５

１０年を超え １１年以下 ０.３２０ ３６年を超え ３７年以下 １.０２２

１１年を超え １２年以下 ０.３４７ ３７年を超え ３８年以下 １.０４９

１２年を超え １３年以下 ０.３７４ ３８年を超え ３９年以下 １.０７６

１３年を超え １４年以下 ０.４０１ ３９年を超え ４０年以下 １.１０３

１４年を超え １５年以下 ０.４２８ ４０年を超え ４１年以下 １.１３０

１５年を超え １６年以下 ０.４５５ ４１年を超え ４２年以下 １.１５７

１６年を超え １７年以下 ０.４８２ ４２年を超え ４３年以下 １.１８４

１７年を超え １８年以下 ０.５０９ ４３年を超え ４４年以下 １.２１１

１８年を超え １９年以下 ０.５３６ ４４年を超え ４５年以下 １.２３８

１９年を超え ２０年以下 ０.５６３ ４５年を超え ４６年以下 １.２６５

２０年を超え ２１年以下 ０.５９０ ４６年を超え ４７年以下 １.２９２

２１年を超え ２２年以下 ０.６１７ ４７年を超え ４８年以下 １.３１９

２２年を超え ２３年以下 ０.６４４ ４８年を超え ４９年以下 １.３４６

２３年を超え ２４年以下 ０.６７１ ４９年を超え ５０年以下 １.３７３

２４年を超え ２５年以下 ０.６９８ ５０年を超えるもの １.４００

２５年を超え ２６年以下 ０.７２５

(7) 会 員 特 別 給 付 金

満４４歳以上の会員が銀婚慶祝に該当せず市町村等の職員でなくなったとき。

２０,０００円

(8) 弔 慰 金

会員（資格喪失後３月以内の者を含む。）が死亡したとき。

５００,０００円（満１８歳未満の子１人につき１００,０００円加算）

(9) 家 族 弔 慰 金

会員の配偶者が死亡したとき。ア

１５０,０００円

会員の扶養家族（配偶者を除く。）並びに扶養家族でない同居の子及び父母が死亡したとき。イ

３０,０００円

ウ 会員と同居のその他の家族が死亡したとき。

２０,０００円

※会員又は会員の配偶者が胎児を死体で出産したときは、同居の子死亡したものとみなす。

(10) 非 常 災 害 見 舞 金

住居及び家財の全部が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。ア

５０,０００円

住居及び家財の２分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。イ

住居又は家財の全部が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

４０,０００円

住居及び家財の３分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。ウ

住居又は家財の２分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

３０,０００円

住居又は家財の３分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。エ

２０,０００円
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浸水によって平屋建ての家屋（家財を含む。）が損害を受け、その認定が困難なとき。オ

床上120㎝以上 ３０,０００円

床上30㎝以上 ２０,０００円

(11) 長期療養会員見舞金

会員が病気又は負傷により引き続いて３０日以上勤務に服することができなかったとき。

１０,０００円

(12) 永 年 在 会 祝 金

会員期間が引き続き２０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、８年に至ったとき。ア

３０,０００円

会員期間が引き続き３０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、１２年に至ったとき。イ

５０,０００円

会員期間が引き続き４０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、１６年に至ったとき。ウ

５０,０００円

３ 厚 生 事 業

厚生事業は、家庭用常備薬等配布規則、銀婚慶祝規則、ドック補助金交付規則、スポーツ事業及び

文化事業の実施に関する要綱、リフレッシュ事業の実施に関する要綱並びに子育て支援事業等の実施

に関する要綱に基づき次のとおりとする。

(1) 家庭用常備薬等配布

会員とその家族の負傷等の応急処置に対処するため、各会員に対し3,000円を限度に家庭用常備

薬等の無償配布を実施する。

(2) 銀 婚 慶 祝

会員期間中に婚姻届出後２４年を経過した者に対し、日本旅行、ＪＴＢ、農協観光及び近畿日本ツー

リストのギフトカード又は旅行券（40,000円程度）を記念品として贈呈し祝福する。

(3) ドックに係る受検費用の補助(ドック補助金)

会員がドックを受検した場合に次に掲げる区分によりそれぞれ当該金額を限度に補助する。

人間ドックの日帰りにあっては20,000円、１泊２日以上にあっては40,000円ア

脳ドック（ＭＲＡ検査又はＭＲＩ検査を含んだ脳検査を含む。）にあっては、20,000円イ

(4) スポーツ･文化事業

スポーツ事業として、会員相互の親睦交流と健康の維持増進を積極的に支援するため、硬式テア

ニススクールを開催する。

文化事業として、互助会の指定するコンサート及び演劇等の公演チケットについて、価格に応じイ

て１枚当たり２,０００円を限度に、並びに互助会が指定する映画館の利用につき入場前売券１枚当

たり２００円から３００円までの額を補助する｡

なお、コンサート等公演チケットについては、１公演会員１人当たり２枚を限度に、映画前売券に

ついては、年間会員１人当たり５枚を限度とする。

(5) リフレッシュ事業

ア ユニバーサル・スタジオ・ジャパンの入場券等を割引価格で購入できる「スタジオファンクラブ・メン

バーシップ契約」に加え、「バリュアブル・アカウント・プログラム契約」により次のとおり補助する。

１年度につき会員１人当たり 5,000円（本人分及び家族分として各2,500円）

イ 東京ディズニーランド/ディズニーシーの入場券等を割引価格で購入できる「マジック・キングダム・

クラブ」に入会するとともに、「特別団体契約」により次のとおり補助する。

１年度につき会員１人当たり 5,000円（本人分及び家族分として各2,500円）

(6) 子育て支援事業

会員の子育て等を支援するため、会員又は会員の配偶者が出産したとき（出産祝金給付に該当し

たとき）、当該出産者に育児図書（（株）赤ちゃんとママ社）を無償配付する。

ア．最初の１年間

（「お誕生日号」、「お医者さんにかかるまで」、保存用ファイル）月刊「赤ちゃんとママ」（12冊）＋基本セット

イ．２年目以降（満３歳まで）

季刊「１・２・３歳」（年４冊）
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(7) 研修会等参加費用補助金

参加料又はテキスト代等の費用負担が必要な研修会等に参加した場合、負担した費用の範囲内で

3,000円を限度に補助する。

(8) 定期健康診断費用の助成

市町村等が実施主体となる職員の定期健康診断費用のうち、基本検査項目に係る費用を市町村

等に次の額を助成する。

受診者した会員１人当たり1,500円とする。

(9) 自己検診事業の実施

全会員に対し、次の自己検診（郵送検診）を実施する。

ピロリ菌抗原検査（便中H.pylori抗原検出 EIA法）

４ 貸 付 事 業

平成21年度より新規貸付を停止し、貸付事業を廃止。

なお、既に貸付けを受け償還期間中であるものに係る貸付金の償還額、償還期間、届出の義務等及

び所要の手続きについては、なお従前のとおりとする。

［参考］ 廃止前の貸付事業の制度概要

(1) 貸付けの事由

普通貸付ア

） 会員又はその家族の結婚費用ア

） 会員又はその家族の入院療養費用イ

） 会員又はその家族の出産費用ウ

） 会員又はその家族の学校への入学費用又は修学費用エ

） 会員の家族の葬祭費用オ

） 会員又はその家族の生活用品の購入費用カ

） 会員又はその家族が居住する住宅（倉庫、納屋、作業所、店舗、事務所、貸室等として使用すキ

る部分は除く。）を新築し、増築し、改築し、移築し、改造し、修理し若しくは購入し又は住宅の敷

地の購入費用

） 会員又はその家族が居住する住宅に付随する設備工事費用ク

） 会員又はその家族が居住する住宅の借入れ費用ケ

） 会員又はその家族の自己啓発（文化、スポーツ、レクリエーション及び教養活動）に要する費用コ

特別貸付イ

）会員の育児休業の期間中の生活資金ア

）会員の介護休暇の期間中の生活資金イ

(2) 貸付金の交付日

毎月１日及び16日

これらの日が金融機関の休日に当たるときは、これらの日後において最も近い金融期間の休日でない日※

(3) 貸付金額、償還期間及び償還額等

償 還 期 間 及 び 償 還 月 額 貸 出 月 の 利 息
貸 付 金 額

償還期間 償還月額 償還期間 償還月額 １日貸付 16日貸付

５万円 ６月 ８,３６２円 １２月 ４,１９３円 ５０円 ２５円

１０ １２ ８,３８７ ２４ ４,２１８ １００ ５０

１５ １２ １２,５８１ ２４ ６,３２８ １５０ ７５

２０ １２ １６,７７５ ２４ ８,４３７ ２００ １００

２５ ２４ １０,５４７ ３６ ７,０７３ ２５０ １２５

３０ ２４ １２,６５６ ３６ ８,４８８ ３００ １５０

３５ ２４ １４,７６６ ３６ ９,９０３ ３５０ １７５

４０ ２４ １６,８７５ ３６ １１,３１７ ４００ ２００

５０ ２４ ２１,０９４ ３６ １４,１４７ ５００ ２５０
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６０ ３０ ２０,３１１ ４２ １４,５９４ ６００ ３００

７０ ３０ ２３,６９６ ４２ １７,０２７ ７００ ３５０

８０ ３６ ２２,６３５ ４８ １７,０７８ ８００ ４００

９０ ３６ ２５,４６５ ４８ １９,２１２ ９００ ４５０

１００ ３６ ２８,２９４ ４８ ２１,３４７ １,０００ ５００

（注）１．貸付金額に応じ、借受人が償還期間を選択する。
２．貸出月の利息は、第１回目の償還額に合算する。ただし、月の16日以後に貸し付けた場合は、
１月分の２分の１に相当する額とする。
３．元金の端数については、最終月に調整する。

(4) 貸付金の償還方法

ア 貸付金の交付日の属する月の翌月から毎月元利均等償還とする。ただし、未償還元利金を一時

に又は一部繰り上げて償還することができる。

イ 育児休業者又は介護休暇者から償還の猶予を希望する旨の申出があったときは、育児休業又は

介護休暇の期間の属する月の償還を猶予することができる。

(5) 貸付利率、貸付限度額及び連帯保証人

貸 付 利 率 年１.２０パーセント

普通貸付は１００万円

特別貸付は４０万円

貸付限度額 普通貸付と特別貸付は、それぞれにその償還が完了するまで新たな貸付けを

受けることができない。

連帯保証人 会員期間１年以上の者１名が必要である。

(注) 未成年者（婚姻者は除く｡)の申込みにあっては、民法第４条による法定代理人の同意書が

必要である。

Ⅱ 保 険 会 計

保 険 事 業

保険事業は、アクサ生命保険株式会社との保険契約により引き続き団体終身保険を取り扱うが、平成21

年度と同様募集はせず、既加入者のみの継続を行う。

制度の概要］［

１．保 険 金 額： １００万円（１口）を単位とし、１,０００万円（１０口）まで加入できる。

２．保 険 料： 加入時の年齢に応じ、次表に掲げる保険料を在職期間中（最終保険年齢５５歳ま

で）毎月払い込むものである。

加入年齢 保 険 料 加入年齢 保 険 料 加入年齢 保 険 料 加入年齢 保 険 料
歳 円 歳 円 歳 円 歳 円18 600 27 860 36 1,420 45 3,020

19 620 28 900 37 1,520 46 3,400
20 640 29 950 38 1,630 47 3,860
21 670 30 1,000 39 1,750 48 4,460
22 690 31 1,050 40 1,890 49 5,250
23 720 32 1,110 41 2,050 50 6,360
24 750 33 1,180 42 2,240 51 8,010
25 780 34 1,250 43 2,460 52 10,770
26 820 35 1,330 44 2,710 53 16,250

（注）１．年齢は、８月１日現在において６捨７入である。
２．保険料は、保険金額１００万円当たりである。

３．脱 退： 会員の資格を喪失したときは、脱退しなければならない。また、任意にいつでも脱退

することができる。

４．個人扱被保険者への移行：

被保険者期間２年以上でかつ満年齢50歳以上の者が会員の資格を喪失したこア
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とにより脱退する場合において、保険料を一時払いすることにより終身保障の

資格を有する個人扱被保険者へ移行することができる。

被保険者の保険料払込期間が満了したときは、個人扱被保険者に移行するこイ

とができる。

５．脱退返戻金： 保険料払込期間中の脱退にあっては、その保険料を払い込んだ年月数により、個

人扱被保険者に移行後の脱退にあっては、その経過した年月数により、それぞれ脱

退返戻金が支払われる。

６．利益配当金： 脱退返戻金又は死亡保険金（高度障害保険金）を支払う際、利益配当金が支払わ

れる場合がある。

７．税法上の特典： 保険料は、生命保険料控除の対象となる。ア

保険金は、相続税法上、法定相続人１人につき500万円まで非課税となる。イ

脱退時受取額から払込保険料累計額及び50万円を控除した金額の２分の１がウ

課税標準となる。

８．保険金１００万円当たりの事例：

経 過 ２５歳加入の場合 ３５歳加入の場合 ５０歳加入の場合

年 数 保険料累計 脱退返戻金 保険料累計 脱退返戻金 保険料累計 脱退返戻金

年 円 円 円 円 円 円１ 9,360 6,500 15,600 13,000 76,320 71,500
２ 18,720 13,400 31,920 26,500 152,640 146,500
３ 28,080 20,600 47,880 40,600 228,960 225,200
４ 37,440 28,200 63,840 53,300 307,900
５ 46,800 36,300 79,800 70,600 305,280 394,800
１０ 93,600 82,300 159,600 157,800 381,600
１５ 140,400 139,200 264,700 464,900
２０ 187,200 208,900 239,400 394,800
２５ 234,000 293,600 319,200 540,100
３０ 280,800 394,800 464,900 617,500

540,100 693,400

（注）死亡率及び将来の利率の変動等により利益配当金が支払われる場合がある。
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収 支 予 算 書 総 括 表
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

科 目 一 般 会 計 保 険 会 計 内部取引消去 合 計

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

① 基 本 財 産 運 用 収 入 １５０ ０ ０ １５０

② 特 定 資 産 運 用 収 入 １６,０００ ０ ０ １６,０００

③ 掛 金 収 入 ７７,４３８ ０ ０ ７７,４３８

④ 負 担 金 収 入 ７７,４３８ ０ ０ ７７,４３８

⑤ 貸 付 事 業 収 入 ４０,５５５ ０ ０ ４０,５５５

⑥ 保 険 事 業 収 入 ０ ２８,６５７ ０ ２８,６５７

⑦ 雑 収 入 １１ １ ０ １２

事業活動収入合計 ２１１,５９２ ２８,６５８ ０ ２４０,２５０

２．事業活動支出

① 公 益 事 業 支 出 １,２６０ ０ ０ １,２６０

② 給 付 事 業 支 出 ２２０,２００ ０ ０ ２２０,２００

③ 厚 生 事 業 支 出 ５７,３１９ ０ ０ ５７,３１９

④ 保 険 事 業 支 出 ０ ２８,６０９ ０ ２８,６０９

⑤ 管 理 費 支 出 ５５,９９５ ４９ ０ ５６,０４４

事業活動支出合計 ３３４,７７４ ２８,６５８ ０ ３６３,４３２

事 業 活 動 収 支 差 額 △１２３,１８２ ０ ０ △１２３,１８２

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

特 定 資 産 取 崩 収 入 １４１,３２２ ０ ０ １４１,３２２

投資活動収入合計 １４１,３２２ ０ ０ １４１,３２２

２．投資活動支出

特 定 資 産 繰 入 支 出 ５５,５２０ ０ ０ ５５,５２０

投資活動支出合計 ５５,５２０ ０ ０ ５５,５２０

投 資 活 動 収 支 差 額 ８５,８０２ ０ ０ ８５,８０２

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０ ０

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０ ０ ０ ０

財務活動収支差額 ０ ０ ０ ０

Ⅳ 予備費支出 ５,０００ ０ ０ ５,０００

当 期 収 支 差 額 △４２,３８０ ０ ０ △４２,３８０

前 期 繰 越 収 支 差 額 １８４,９０７ ０ ０ １８４,９０７

次 期 繰 越 収 支 差 額 １４２,５２７ ０ ０ １４２,５２７
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一般会計収支予算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

①基本財産運用収入 （ １５０） （ １５０） （ ０）

基 本 財 産 利 息 収 入 １５０ １５０ ０

②特定資産運用収入 （ １６,０００） （ １６,１９７） （ △１９７）

特 定 資 産 利 息 収 入 １６,０００ １６,１９７ △１９７

③掛金収入 （ ７７,４３８） （ １１１,１５７） （ △３３,７１９）

会 員 掛 金 収 入 ７７,４３８ １１１,１５７ △３３,７１９

④負担金収入 （ ７７,４３８） （ １１１,１７２） （ △３３,７３４）

市 町 村 等 負 担 金 収 入 ７７,４３８ １１１,１７２ △３３,７３４

⑤貸付事業収入 （ ４０,５５５） （ ６８,７３２） （ △２８,１７７）

会員貸付金回収額収入 ４０,０６５ ６７,５３４ △２７,４６９

会 員 貸 付 金 利 息 収 入 ４９０ １,１９８ △７０８

⑥雑収入 （ １１） （ １１） （ ０）

受 取 利 息 収 入 １０ １０ ０

雑 収 入 １ １ ０

事業活動収入合計 ２１１,５９２ ３０７,４１９ △９５,８２７

２．事業活動支出

①公益事業支出 （ １,２６０） （ ７５０） （ ５１０）

講演会等開催費用助成金支出 １,２６０ ７５０ ５１０

②給付事業支出 （ ２２０,２００） （ ３５３,５０７） （ △１３３,３０７）

会 員 医 療 補 助 金 支 出 ２０,６６０ ２２,１８８ △１,５２８

家 族 医 療 補 助 金 支 出 １０,１０１ １０,９７０ △８６９

結 婚 祝 金 支 出 ４,８００ ５,３２０ △５２０

出 産 祝 金 支 出 ８,７００ ９,３００ △６００

入 学 祝 金 支 出 １１,０００ １３,２００ △２,２００

せ ん 別 金 支 出 １４０,５３９ ２５９,８７９ △１１９,３４０

会 員 特 別 給 付 金 支 出 ２,０００ ５,５００ △３,５００

弔 慰 金 支 出 ４,５００ ５,５００ △１,０００

家 族 弔 慰 金 支 出 ４,３００ ４,８３０ △５３０

非 常 災 害 見 舞 金 支 出 １００ １００ ０

長期療養会員見舞金支出 ５００ ６００ △１００

永 年 在 会 祝 金 支 出 １３,０００ １６,１２０ △３,１２０

③厚生事業支出 （ ５７,３１９） （ ３２,５７１） （ ２４,７４８）

家庭用常備薬等配布費支出 １６,２００ １３,１４９ ３,０５１

銀 婚 慶 祝 費 支 出 ５,４００ ６,０００ △６００

ド ッ ク 補 助 金 支 出 ７,８００ ８,５８７ △７８７

スポーツ・文化事業費支出 １,０３０ ９６０ ７０

リ フレ ッシュ事業費支出 ２,８００ １,５７５ １,２２５

子育て支援事業費支出 １,４８１ １,１６９ ３１２

研修会等参加費用補助金支出 ９００ １,１３１ △２３１

定期健康診断費用助成金支出 ８,１００ ０ ８,１００

自 己 検 診 事 業 費 支 出 １３,６０８ ０ １３,６０８

④貸付事業支出 （ ０） （ １６,１００） （ △１６,１００）

会 員 貸 付 金 支 出 ０ １６,１００ △１６,１００

⑤記念事業支出 （ ０） （ ６,２７５） （ △６,２７５）

設立5 0周年事業費支出 ０ ６,２７５ △６,２７５
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⑥管理費支出 （ ５５,９９５） （ ５０,２０２） （ ５,７９３）

給 料 支 出 ２０,４５３ ２０,２３５ ２１８

諸 手 当 支 出 １３,９５１ １２,９６２ ９８９

賃 金 支 出 １ １ ０

退 職 給 付 支 出 １ １ ０

福 利 厚 生 費 支 出 ４,８７０ ４,６０２ ２６８

旅 費 交 通 費 支 出 ９９８ ９４５ ５３

会 議 費 支 出 ４００ ３７０ ３０

通 信 運 搬 費 支 出 ９４０ ９４０ ０

消 耗 什 器 備 品 費 支 出 ５０ １００ △５０

消 耗 品 費 支 出 ３７０ ３７０ ０

修 繕 費 支 出 １００ １００ ０

印 刷 製 本 費 支 出 ９００ ９１０ △１０

賃 借 料 支 出 ５,５２０ ５,４７０ ５０

普 及 費 支 出 １,７００ １,０４０ ６６０

委 託 費 支 出 ５,０６０ １,５３０ ３,５３０

選 挙 費 支 出 ５０ ３０ ２０

食 糧 費 支 出 ３０ ３０ ０

租 税 公 課 支 出 １５ １４ １

負 担 金 支 出 ３８５ ３５１ ３４

支 払 利 息 支 出 １ １ ０

雑 支 出 ２００ ２００ ０

事業活動支出合計 ３３４,７７４ ４５９,４０５ △１２４,６３１

事 業 活 動 収 支 差 額 △１２３,１８２ △１５１,９８６ ２８,８０４

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

特定資産取崩収入 （ １４１,３２２） （ ８６,８０８） （ ５４,５１４）

貸倒引当資産取崩収入 ８００ １,０００ △２００

責任準備金引当資産取崩収入 １４０,５２２ ８５,８０８ ５４,７１４

投資活動収入合計 １４１,３２２ ８６,８０８ ５４,５１４

２．投資活動支出

特定資産繰入支出 （ ５５,５２０） （ ２,４００） （ ５３,１２０）

退職給付引当資産繰入支出 ３,９７０ ２,４００ １,５７０

責任準備金引当資産繰入支出 ５１,５５０ ０ ５１,５５０

投資活動支出合計 ５５,５２０ ２,４００ ５３,１２０

投 資 活 動 収 支 差 額 ８５,８０２ ８４,４０８ １,３９４

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０ ０ ０

財務活動収支差額 ０ ０ ０

Ⅳ 予備費支出 ０５,０００ ５,０００

当 期 収 支 差 額 △４２,３８０ △７２,５７８ ３０,１９８

前 期 繰 越 収 支 差 額 １８４,９０７ ２５７,４８５ △７２,５７８

次 期 繰 越 収 支 差 額 １４２,５２７ １８４,９０７ △４２,３８０

(注) １ 借入金限度額： ３０,０００,０００円
２ 債務負担額： ０
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一般会計正味財産増減予算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度見込額 増 減 備 考

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1） 経常収益の部

①基 本 財 産 運 用 益 １５０ １５０ ０

②特 定 資 産 運 用 益 １６,０００ １６,１９７ △１９７

③受 取 掛 金 ７７,４３８ １１１,１５７ △３３,７１９

④受 取 負 担 金 ７７,４３８ １１１,１７２ △３３,７３４

⑤貸 付 事 業 収 益 ４９０ １,１９８ △７０８

⑥雑 収 益 １１ １１ ０

⑦引 当 金 等 取 崩 額 ８００ １,０００ △２００

経 常 収 益 計 １７２,３２７ ２４０,８８５ △６８,５５８

（2） 経常費用の部

①公 益 事 業 費 １,２６０ ７５０ ５１０

②給 付 事 業 費 １３１,２１１ １５３,６２７ △２２,４１６

③厚 生 事 業 費 ５７,３１９ ３２,５７１ ２４,７４８

④貸 付 事 業 費 ０ １６,１００ △１６,１００

⑤記 念 事 業 費 ０ ６,２７５ △６,２７５

⑥管 理 費 ５９,９１７ ５２,６０１ ７,３１６

⑦予 備 費 ５,０００ ５,０００ ０

経 常 費 用 計 ２５４,７０７ ２６６,９２４ △１２,２１７

当 期 経 常 増 減 額 △８２,３８０ △２６,０３９ △５６,３４１

２．経常外増減の部

（1） 経常外収益の部

経 常 外 収 益 計 ０ ０ ０

（2） 経常外費用の部

経 常 外 費 用 計 ０ ０ ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０ ０ ０

当期一般正味財産増減額 △８２,３８０ △２６,０３９ △５６,３４１

一般正味財産期首残高 ２５０,０５３ ２７６,０９２ △２６,０３９

一般正味財産期末残高 １６７,６７３ ２５０,０５３ △８２,３８０

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基 本 財 産 運 用 益 １５０ １５０ ０

一般正味財産への振替額 △１５０ △１５０ ０

当期指定正味財産増減額 ０ ０ ０

指定正味財産期首残高 １０,０００ １０,０００ ０

指定正味財産期末残高 １０,０００ １０,０００ ０

Ⅲ 正味財産期末残高 １７７,６７３ ２６０,０５３ △８２,３８０
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一般会計予定貸借対照表
（平成２２年度末推計）

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度見込額 増 減 備 考

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

普 通 預 金 ４２,５２７ ８４,９０７ △４２,３８０

定 期 預 金 １００,０００ １００,０００ ０

流 動 資 産 合 計 １４２,５２７ １８４,９０７ △４２,３８０

２．固定資産

（1） 基本財産

基 本 財 産 信 託 金 １０,０００ １０,０００ ０

基 本 財 産 合 計 １０,０００ １０,０００ ０

（2） 特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 ５０,２７０ ４６,３００ ３,９７０

貸 倒 引 当 資 産 ５００ １,３００ △８００

責任準備金引当資産 ９７３,０２８ １,０６２,０００ △８８,９７２

特 定 資 産 合 計 １,０２３,７９８ １,１０９,６００ △８５,８０２

（3） その他の固定資産

会 員 貸 付 金 ２５,０００ ６５,０６５ △４０,０６５

電 話 加 入 権 １４６ １４６ ０

その他の固定資産合計 ２５,１４６ ６５,２１１ △４０,０６５

固 定 資 産 合 計 １,０５８,９４４ １,１８４,８１１ △１２５,８６７

資 産 合 計 １,２０１,４７１ １,３６９,７１８ △１６８,２４７

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

流 動 負 債 合 計 ０ ０ ０

２．固定負債

退 職 給 付 引 当 金 ５０,２７０ ４６,３４７ ３,９２３

貸 倒 引 当 金 ５００ １,３０１ △８０１

責 任 準 備 金 ９７３,０２８ １,０６２,０１７ △８８,９８９

固 定 負 債 合 計 １,０２３,７９８ １,１０９,６６５ △８５,８６７

負 債 合 計 １,０２３,７９８ １,１０９,６６５ △８５,８６７

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

寄 附 金 １０,０００ １０,０００ ０

指 定 正 味 財 産 合 計 １０,０００ １０,０００ ０

（うち基本財産への充当額） １０,０００ １０,０００ ０

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０

２．一般正味財産 １６７,６７３ ２５０,０５３ △９２,３８０

（うち基本財産への充当額） ０ ０ ０

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０

正 味 財 産 合 計 １７７,６７３ ２６０,０５３ △８２,３８０

負債及び正味財産合計 １,２０１,４７１ １,３６９,７１８ △１６８,２４７
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保険会計収支予算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

①保険事業収入 （ ２８,６５７） （ ３１,８７５） （ △３,２１８）

保 険 料 収 入 １,７３７ ４,２０６ △２,４６９

保 険 金 収 入 １０,０００ １０,０００ ０

脱 退 金 収 入 １６,８７２ １７,６０８ △７３６

取 扱 手 数 料 収 入 ４８ ６１ △１３

②雑収入 （ １） （ １） （ ０）

受 取 利 息 収 入 １ １ ０

事業活動収入合計 ２８,６５８ ３１,８７６ △３,２１８

２．事業活動支出

①保険事業支出 （ ２８,６０９） （ ３１,８１４） （ △３,２０５）

保 険 料 支 出 １,７３７ ４,２０６ △２,４６９

保 険 金 支 出 １０,０００ １０,０００ ０

脱 退 金 支 出 １６,８７２ １７,６０８ △７３６

②管理費支出 （ ４９） （ ６２） （ △１３）

賃 借 料 支 出 ４９ ６２ △１３

事業活動支出合計 ２８,６５８ ３１,８７６ △３,２１８

事 業 活 動 収 支 差 額 ０ ０ ０

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

投資活動支出合計 ０ ０ ０

２．投資活動支出

投資活動支出合計 ０ ０ ０

投 資 活 動 収 支 差 額 ０ ０ ０

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０ ０ ０

財務活動収支差額 ０ ０ ０

Ⅳ 予備費支出 ０ ０ ０

当 期 収 支 差 額 ０ ０ ０

前 期 繰 越 収 支 差 額 ０ ０ ０

次 期 繰 越 収 支 差 額 ０ ０ ０

(注) １ 借入金限度額：０
２ 債務負担額：０
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